チュウガイ　ガッサク　ベンガク　ニ　カンスル　チュウゴク　キョウイクブ　ノ　ブンケン by 周, 嵐 et al.
J. Fac. Edu. Saga Univ. 
Vo1.l4， No. 2(2010) 255~264 
中タト合作弁学に関する中関教育部の文件
周 嵐l，田中農治2
File of Chinese Ministry of Education 
About Chinese-Foreign Cooperation in Running Schools 
Lan ZHOU， Toyoji TANAKA 
要 とお潟
255 
1980年代後期から、中留の教育機構と外国の教育機構とが協力して学校を運営する、所謂「中外合
作弁学jの試みが始まった。以来約20年、「中外合作弁学jの発展は決して平埋とはいえない道を歩
んできた。 2001年12月、中国の WTO加盟を機に、 2003年3月l日、中華人民共和国国務院は f中華
人民共和問中外合作弁学条例Jを公布し、同年9月1日に実施した。この「条剖Jによると、中外合
作弁学とは、外国の教育機構と中間の教育機構とが協力し、中国境内で行う、主に中国公民を募集対
象とした教育機構の活動である。中外合作弁学は、中国教育が対外合作交流分野における一種の新し
い形式となり、社会主義現代化建設事業に各穣の緊急需要人材の養成を加速させた新しい道となった
のである。
しかし、実際の操作においていくつかの間題が浮かんできた。そのため、 2006年2月7日、教育部
は「教育部が当面中外合作弁学の若干問題に関する意見Jを公布し、さらに翌2007ij三4丹6日には、
「教育部が中外合作弁学の秩序をさらに規範することに関する通知Jを公布した。この2つの文件は
きわめて重要な規定であり、中外合作弁学事業を整頓し、さらにこれからの中外合作弁学事業の工作
を転換することを指示している。本稿は、中国語の文献などをもとに中外合作弁学の形成を述べ
たうえ、この2つの文件を翻訳し、中外合作弁学研究の参考資料になればと考えている。
しはじめに
(1) 歴史的背景と政策法規
1978年改革開放の初期、中国は全関統一大学入試制度が毘復されてから、中臨の優秀な大学が高等教育
を立て直すと同時に、いろいろな形式での中外合作弁学や交流活動を模索してきた。1980年からアメリカ、
日本、 ドイツ、フランス、イギリス、カナ夕、または香港地匿の教育機構、億人と協力して多様な学校運営
形式を試みた。そのなか有名な例として中国人民大学、復豆大学などの高等教育機関が行った「中美経済
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学研修クラスJ(中美とは中国とアメリカ)、子法学特別養成クラスjが挙げられた。また北京外国語大学
は日本間際交流基金会と共同で北京日本学研究センターを創立した。これらの機構は中外合作弁学の雑形
とも呼ばれたものである(糞思d治、 2006、p.176)o1986年9丹、アメリカの JohnsHopkins Universityが南
京大学と共同投資・共同運営で設置された f中米センターjが f中外合作弁学Jの最初の機関といわれ、
当時の中国とアメリカと政府間の特開会作計画で成立したものである(突爪池、 2006、p.90)。また、 1987
年、天津財経学院が、アメリカの OklahomaCity University大学と提携プログラムを設量し、 f中国で初め
て米閣のMBA学位がとれる大学のlつjになった(叶林、 2005、p.46)o
1982年、同士会の力で学校を設立するjとの条項を盛り込んだ憲法が採択されて以降、中国の私学教育
は急成長を遂げてきた。民営大学の数は1982年の8校から2004年の1664校まで増えた(楊雲、 2006、
p.182)。民営大学は高等教育に大きく寄与したので、中国の第2弁学力最とされている。しかし、これで
も国民の高等教育への進学要望に応じられなかった。会人代(全出人民代表)の唐暁膏代表は「教育市場
をさらに開放し、外資導入によって教育資源の不足を補うべきjとi呼びかけている(和田純、 2003)。
このような動きの中、 1980年代から90年代前期においては、中田は外国と共i弓で学校を運営する所謂f中
外合作弁学J機構が次第に増えてきた。量的に膨張していく中いろいろな弊害や不正な問題が出てきてい
た。そのため1993年6月30日、 1:1:克外機構の個人が中間でイ子う合作弁学の問題に関する通知J1が公布され
た。この「通知」を元に、 1993年12月、上海市人民政府が「上海市境外機構と俗人が上海における合作弁
学の管理方法J2を制定した。 1994年2月上海市政府がまた「上海市における国際会作弁学の人事管理暫
行規定J3と「上海市における留際合作弁学の費用徴収に関する暫行規定J4を公布した、このように、上
海はいち早く中外工作弁学における法の整備が整えて、その後の中国の相関法律の制定に見本を提供した
のである(張暁鵬、 2006、p.192)。
1995年1月26日元国家教委が正式に「中外合作弁学暫定規定jが公布した。この「暫定規定Jは総刻、
設置、運営、監督と付期など5索、計43条で構成している。これらの法規の整備によって中外合作弁学が
快速に発展した。 1996年1月、国務院学位管理機関が f中外合作弁学活動における学位授与管理を強化す
ることに関する通知J5を下達し、「中外合作弁学暫定規定jの裕充になった。これによって中外合作弁学
活動を更に規範化されたのである。その後、一部の地方政府もそれに関連する規定を制定した。例えば北
京政府が1996年に「北京市中外合作弁学における審査批准システムに関する若干規定J6などがある。
この閥、 1995年3月「中華人民共和国教育法Jが公布し、国家が教育の対外交流と合作を推奨するとの
条文7も含まれている。また1996年5月に出された f中華人民共和国職業教育法Jにも「国家は企業、事
業組織、社会団体、その他の社会組織及び公民倒人が職業教育への寄付を推奨し、境外の組織と個人が職
業教育への援劫と寄付を推奨するJ(第35条)との条文が含まれている。 1998年8月、全人代が可決した
f中華人民共和国高等教育法Jの第12条には「国家が高等教育事業の国際交流と合作を推奨・支持するj、
第36条には「高等学校が国家の規定に基づき、自主的に境外の高等学校と科学技術文化の交流合作を行
う。」これらの法律は中外合作弁学を推奨する国家の方針を確定し、これからの法律整備に大きく影響し
たのである。
2001年12丹中国はWTOに加盟した。中国は正式に教育サービス貿易に関する「特定約束表J8を発表し
た。この「特定約束表J9によると、外毘人が中間で一定の形で教育サービス貿易を行うことができる。
ただし、外国が単独で中田境内に学校運営を行うことは認めない目。 WTOの加盟に正、じて、 2002年6丹、
教育部が「中外合作弁学における管理の強化に関する緊急通知J11を下達した、中外合作弁学の発展は吏
に前進したのである。
この時期中国が法律を定めたため、 2002年末まで、 に中外合作弁学機構と項目は712件(張暁瞬、
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2006、p.193)に達した、 1995年初の約70件(子富増、 2001)と比べ9倍も増えた。その数は28の省、自
治区、寵轄市を覆いだ。
中間がWTOに加盟した後、「中外合作弁学智定規定」の中にいくつかの条項がWTO条項と離れたとこ
ろがあるため、政府が今までの中外合作弁学について幅広く調査研究を行い、 2003年3月に「中外合作弁
学条例J(以下「条例jと称する)を公布し、間年9月から実施。この「条剖jはWTOの基本規則を
し、中閣の教育サービス貿易受諾を閣内法に転化したものである(局満生、 2006、p.106)。その後、中
外合作弁学は新しい条例に基づいて大きく発展してきた。
(2) 中外合作弁学の位置づけ
中外合作弁学条例の第3条には、仁村外合作弁学は「公益性事業であり、中国教育事業を構成する一部で
ある。jと位置づけている。同第3条にはまた、「国家は中外合作弁学に対して、開放を拡大する、弁学を
規範化する、法に則った管理をする、発展を促進するJという方針を実行する。そして国は「外国の優質
な教育資源を導入する中外合作弁学を推奨する。特に高等教脊、職業教育分野で行った中外合作弁学を推
奨し、中閣の高等教育機構と外国有名な高等教育機構と協力して行った中外合作弁学を推奨するJと第3
条に規定している。
また条例の第6条には、「義務教育および軍事、 政治など特殊性質な教育を実施する機構を行っ
てはいけない。j第7条には、「外国宗教組織、宗教機構と宗教教職者は中国境内で合作弁学を従事しでは
ならない。」という制限も設けていが、外国と協力して開く合作教育機関は閣内法で保護され、国の優遇
政策が適揺される。条例では法律に基づき自由に教育事業念行うことができることなども規定されている九
(3) 本稿の邑的
以上を背景にして、「中外合作弁学Jはすでに中国の第3の弁学力量となった。中国は高度な教育を重
視し、「人材開発こそが国の基礎jと考えている中間(和田純、 2003)と、日本はどうかかわっていくべ
きだろうか。中国教育部が公布した、 2004年6月30日までの f外出学位及び香港特別行政臣学伎を授与で
きる合作弁学リストJ13を見てみると、 165r牛もある共同事業の中に、アメリカやオーストラリアとの合作
は全体の55%を占め、 E本の大学との合作独立校はもちろんのことで、合作項目すら見当たらないo rこ
れはどうしたことだろうか。アメリカ、オーストラリア、イギリス、カナダと英語国が圧倒的に多いこと
から見て、世界諾としての英語の強さが作用しているのは確かで、ある。しかしフランスの大学もかなりあ
り、ドイツ、ベルギー、オランダ、韓間、ノルウェーなど非英語聞も含まれている。その中で、隣屈であ
り、留学生も多く受け入れている日本の大学が1校もないというのは、やはり奇異な感じがする九Jその
原因は、 f日本側が中閣の政策変化に鈍感なためか、日本の大学が内向きすぎるためか、中国側が日本の
大学教育を評価していないためかJ と大崎仁さん15が考える。いずれにせよ、世界経済のグローパル化に
伴って、アメリカをはじめとする先進屈が起こした f人材争奪戦Jがすでに始まっている。高級人材の養
成基地とされているアジア、とりわけ中国、その境内で、行った「中外合作弁学Jを日本はもはや無読でき
ない時期に追っている。「中期的な視野にたって、中国の教育市場の巨大さと東アジアでの共閑人材育成
の意義を日本は考えるべきであるjと、和田純は「警告」をした(和田純、 2003)。中国における「教育
国際化jを見るには、この f第3の弁学力量Jである「中外合作弁学jをより詳しく知ることが極めて重
要であることを感じられた。
中外合作弁学は中国の「教育国際化」に大きく貢献してきたことはいうまでもないことであるが、しか
しその発展の過程においていろいろな問題点も出てきている。そのために、教育部は「教育部が当面中外
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合作弁学の若干問題に関する意見Jとf教育部が中外合作弁学の秩序をさらに規範することに関する通知j
という政策文件を連続に出し、これらの問題をいち早く修正しようとしている。またこの2つの文件には、
これからの中外合作弁学の政策指向を示し、中外合作弁学のさらなる発展を目指していることを示唆して
いる。現段階の中外合作弁学をより詳しく知るために、以下はこの2つの文件を訳し参考資料としたい。
2. r自前の中外合#弁学のいくつかの間題に関する教育部の意見」の訳注
品
中外合作弁学のいくつかの間題に関する教育部の意見
各省、自治臣、直轄市教育庁(教育委員会)
f中外合作弁学条例」及び実施方法が公布・実施されてから、開放を拡大し、弁学を規範化し、法に郎っ
た管理をして、発展を促進させるという国家方針の下、中外合作弁学は次第に規範化した発展軌道に乗り
出した。中外合作弁学の着実で健全な発展を更に促すため、自前のいくつかの際立つた問題に対して、以
下の意見を提出する。
一、中外合作弁学の公益性原射を堅持する。
教育は人材の育成を根本的な自標とする崇高な社会公益事業である。教育サーピスは貨物貿易ではな
く、一粒的なサービス貿易とも異なるの中外合作弁学の宗旨及び、性質を正確に把握しなければならない。
中外合作弁学の名義を利用してみだりに高い授業料を徴収することを固く禁止し、教育の産業化領向を防
止する。
二、 j去に則った学校運営をし、管理を規範化する。
政治的敏感性を高め、教育主権の意識を強め、国家の安全、社会の安定と正常な教育秩序を維持しなけ
ればならない。中外合作弁学者、中外合作弁学機構と教師、学生の利益を法律に基づいて保護する。中外合作
弁学を行うにあたり、法に基づいて中国教脊機構の主導的地位を強化し、国家の教育方針を固く貫徹する。
一、問品質の教育資源の導入を堅持し、能力建設の政策指向を強化する。
中外合作弁学を展開するにあたり、臣家・地方・地域の経済発展に必要な人材の需求、また、学校学科
の建設の需要と緊密に結びつけなければならない。また、閣内の緊急・空白・ ~fjい学科領域において、外
国の高水準大学及び優れた学科との合作弁学を推奨し、次第に中外合作弁学を中西部地区へ導く 160 中国
の教育機構は自身の実力と目標に合った中外合作弁学を展開しなければならない。吉田に互いに張合い、
低い水準の科目を重稜的勺こ行うことを防止する。国家が重点的に建設している高等学校勺土特に、よいパー
トナ一、よい模式、よい合作内答を選ばなければならない。大学の全体水準及び総合的実力を全面的に向
上させるために尽力すべきである。
四、中外合作弁学の品質管理を強化する。当面、高等教育領域における中外合作弁学の質の監察を重点的
に行い、中外合作弁学の名誉を{呆護し、以下のことに特に注意を払うべきである。
①学生募集の管理を強化する。高等学竪教育を実施する中外合作弁学機構及び項目
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校学生募集計画に従い、学校の年度学生募集計画規撲のうち、専攻別に学生の募集を行うこと。研究
生(日本の大学院修士課程)課程の学生募集は、由家の研究生学歴教育の学生募集規定と手)1買に従っ
て行うこと。中外合作弁学機構及び項目は、外国教育機構の学歴・学{立教育を実施する場合、学生募
集の合格標準は、その教育機構が属する閣で学生募集の標準より低くなってはいけない。
②実施する過程における管理の強化。本科以上の高等学歴教育を行う中外合作弁学機構及び項目は、そ
の教学計画、数学方案、学制年慌の制定と執行が国家の規定に基づくものでなければならない、本科
(4年制大学)の学科に専門のコードを設置すること。中外合作弁学機講及び項目は、外国教育機構
の学士学位以上の学歴学位教育を行う場合、その国と共同で制定した教育教学計画や養成方案、カリ
キュラムの設置、教学内容の水準を、その外国教育機構の属する留での基準と学術レベルに対する要
求より低くしてはいけない。中間高等学歴教育と外国学歴学位教育を問時に実施し、陀時に中国学竪
学位証書、並び外田教育機構の学鹿学{立証書を与える中外合作弁学機構と項自は、その教学目標、基
準、カリキュラムの設霞、教学内容などについて、合作両方の基準を充たさなければならない。殊に、
中外合作弁学機構と項日は、外国教育機構のカリキュラムを実施する修士段離の教育において、すべ
ての面において厳格な管理を行い、高い品質を保証しなければならない。
③学科専攻科自の計画を強化し、それに対する政策の誘導を強化する。中外合作弁学の学科専攻において、
推奨する学科のリストを研究制定し、国家が奨励、許可、制限及び禁止する学科と専攻を明確にする。
④証書援与の管理を強化する。高等学歴教育を実施し、中国の学歴学位証書を授与する中外合作弁学機
構及び項目は、国家の規定、要求を厳格に執行すること。外国教育機構が学士学位以上の学歴学位教
育を実施し、外国教育機構の学歴学位証書を授与する中外合作弁学機構及び項目について、合作を行
う中閣の教脊機構は、外国教育機構と棺応、なレベル・類別の学歴教育を実施する資搭、または学位授
与する資絡を持たなければならない。また、外国教育機構が授与する学歴学位証書は、真実かっ有効
という原則に従い、その教育機構が所寓している屈で授与する学歴学位証書と同じものでなければな
らず、その留の認可を得たものであるべきである。
五、“双学問"模式加を採用している中外合作弁学項自の管理を強化する。
中外合作弁学項[11土中国教育機構内で全部または主要な教育教学過程を実施しなければならない。必ず
“双学園"模式を採用する必要のある中外合作弁学項目は、行政の許可を寂得しなければならない。中国
教育機講がこのような項目を実施する際、外国の教育資源を大いに導入することに力を入れること。また
導入したカリキュラム、特に中国学歴教育のカリキュラムの代わりに導入した外国のカリキュラムに対し
て真剣に評価すること。導入した外国の課程と専門の核心謀殺計は、合作弁学項目の全課程と核心課程の
三分の一以上を占めなければならない。外国教育機構の教師が担当する専門の核心課程の科目数と教学の
時間数は、中外合作弁学項目の全課程と全教学時間数の三分の一以上を占めなければならない。その外国
教育機講の名義で国際的に公募した教師は、其のレベルが外国教育機構と中国教育機構の認可を得たもの
でなければならない。
六、中外合作弁学の費用徴収に対する管理を強化すること。
中外合作弁学者が中外合作弁学機講を設立する、または項目を行うのに際して、それなりの学校運営に
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対する投資を行わなければならない。中外合作弁学者は中外合作弁学機構または項目における学生一人当
たりのコストを真剣かっ合理的に算出し、コスト補償の原則に従って政府の関係部門に申請し、政府の定
価原別に従って、徴収する項目と標準を決める。また、費用の基準は、地元の経済発展の実際の水準や教
育を受ける者の経済力を十分に考慮し、公弁教育及び、民弁教育とのバランスを適切に保つことを心かけ
る。単なる単位をお互いに認めるという形の学生の交流活動は、学生が中国国内の校園での学習期間にお
いて、中国高等学校の通常の徴収項自と徴収基準に従って費用の徴収を行わなければならない。統ーした
闇家政策を出すまでに、各地が現行の管理方法に従って、確実に費用徴収の管理をしなければならない。
七、中外合作弁学は我が国の教育事業の一部分である。各地の教育行政部門は中外合作弁学の発展過程に
出てきた新しい状況や新しい問題を真剣に研究し、絶えずに法律と政策環境を完備させるために努力し、
当行政地域内の中外合作弁学事業を総合的に許商、協調し、マクロな管理を強化すべきである。よって、
中外合作弁学が我が国の教育の発農と改革を促進し、教育の国際競争力を向上させるようにすべきである。
3居中外合作弁学の秩序をさらに規範化することに関する教育部の通知
.!J， 
教育部が中外合作弁学の秩序をさらに規範することに関する通知
各省、自治豆、直轄市教育庁(教委)、新顎生産建設兵問教育局:
教育部
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「中外合作弁学条例」及び実施方法が施行されて以来、我が部は一連の規範性文件を公布した。これら
のものは中外合作弁学の管理を強化するのに重要な役割を来たしている。
しかし、中外合作弁学の実際の操作は依然として突出な問題が存在しており、各地の教育行政部門及び
各大学はこれらの問題に強い関心を払わなければならない。地方や学校によっては、学校運営能力や笥標
を考慮せず、外国の資質や学校運営能力を吟味しないまま、学校運営コストの低い寵科、経営学科、コン
ピュータ及び清報技術学科なとや低い水準の学科に偏って、重複的に中外合作弁学を行っている。また学校
によっては、弁学の模式や教学の設定を周到に組んで、おらず、外国の優秀な教育資源、特に核心専門課程
の導入、並びに外国教育機構の教師が担当する授業の割合が極めて低いため、質が保証できていない。ま
た地方や学校によっては、中外合作弁学の公益性原則と背き、経済利益を追求している。さらに偲別の地
方や学校では、法律に従って学校を運営する意識と教育主権を守る意識が欠落し、教部と学生の利益を損
し、群体事件(群衆事件)幻を引き起こしたこともある。
最近の実地調査と再確認の状況から見ると、機構と項目によっては、学生募集に際して、その宣伝が事
と奥なり、学生の募集を規範化していない陪題が存在している。国家高等教育学生募集計画に指定され
ている項目が、政策に違反して勝手に入学合格ラインを低くして学生を募集する時題も存在している。あ
る外間教育機構の学歴学位教育を実施する項自は、学生が期日までに外国の学歴学位を取れない、出国留
学のピザが取得できない問題が存在している。ある高等専科教育を実施する項目は、外国の大学へ転入し
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続けて学士または修士の課程を履1多することができるという名目で学生を誘致したが、しかし学生がも
らった外国の学歴学位証書の認定ができないという問題も発生した。ある大学の中外合作弁学の費用徴収
に問題があり、更に規範化しなければならない。ある大学特にある重点大学は、外国の大学の予備校性質
のクラスを作っており、中外合作弁学の政策限界を混乱させた。ある大学が行っている中外合作弁学は、
学校運営について厳格に論証しておらず、結んだ合作協定が厳密ではなく規範化したものではなく、財務
会計の管理がこれに関する法規に合わず、さらに混乱な状況にあるという問題が存在している。また一部
の践校(学院と大学のこと)は学校運営に際して、中国側の主権を重視せず、合作弁学機構または項呂に
おける中国側の管理権が所定の基準に届かず、さらに持つべき主導権や決定権が削られて弱まってしまっ
たこともある。偲別の地方では教脊管理部門の協調機能と監督機能が働かず、厳諸に法を執行しないこと
もよく起こっている。
中外合作弁学の秩序をさらに規範化するために、以下の関連する事項について通知する:
一、大学運営を安定に行うことを擁護する素任感と緊迫感を確実に増強すること。
大学の安定を保つことは、調和の取れた社会主義社会を建設するために必要な要求であり、高等教育事
業の持続的、調和的、健康的な発展を保障するのに大変重要である。中外合作弁学を展開するには、政治
的な敏感性と政治的責任感をさらに増強しなければならない。教育政策の厳粛性、安定性と連続性を圏く
擁護し、学生の合法的権利と利益を毘く擁護し、さまざまな要素で誘発した学生の群体事件が中外合作弁
学工作に対する悪影響を防止・排捺し、中外合作弁学の健全な発援を促進しなければならない。
二、中外合作弁学の公益性原則を固く堅持しなければならない。
大学の中外令作弁学は、国家が規定した費用徴収項目及び当該大学が属する省人民政府が一許可した鍛収
基準を厳格に守り、費用徴収を行わなければならない、また殻収する項目と標準を公示しなければならな
い。学校運営の指導思想を正し、中外合作弁学を大学の営利に利用するという間違った認識及びやり方を
制止し、それを正さなけれぜならない。
二、優秀な教育資源の導入を核心に置き、審査という入口をしっかり守ること。
今後、教育部は本科及びそれ以上の高等学歴教育を行う中外合作弁学機構と項目の申請に対する審査の
主な根拠を、合作相手の教育機構がその国で有名な高等教育機構であるかどうか、あるいはその学科また
は教授が有名であるかどうかに置く。外国教育機構はすでに園内で同じ撞類の合作弁学境目を行った場
合、またはこれから行おうとしている合作弁学が、すでに国内には集中的に実施されているものである場
合、審査するとき、申告した徴収費用の基準が学校運営コストとかなり離れているものについて、原則的
に許可しない。
問、高等職業教育段階における中外合作弁学の政策研究と発展計画を増強し、確実に高等職業教育の改革
と発展の重点を中身の建設と教育品質の向上に置くこと。
2008年末まで、この種の中外合作弁学機構と項目の登録は原別として受け付けない。各地はこの開にお
いて、高等職業教育合作弁学の発展計画を真剣に取り組み、教育部に報告する。学科専攻、合作相手国の
選郎、数や配置などの面から周到に考慮し、当地区の職業教育における中外合作弁学を全面する。外国の
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優れた教育資源の導入を拡大し、外国側の学科専攻の設置、課程体系の改革、教学内容の吏新、人材養成
の模式などの顎における有益な経験を参考に、先進製造業、現代農業と現代サービス業、殊にエネルギー、
鉱産、環境保護及び金融などに向ける高度技能の人材の養成能力を向上させる。
五、正確に中外合作弁学政策の限界を把握しなければならない。
今、ある大学特に重点大学では、所謂外国大学の予備クラスを作っている。このようなケースでは、
なる外国語の訓練をし、外国の大学は中国境内で教学活動に参加しない。また合作の双方はお五いに単位
を認める協定を結び¥クラスに参加する学生に、外国の大学へ転入し学習を継続でき、学業が終わる時点
で外国大学の学位証書がもらえるという約束をするといったものは、中外合作弁学には属しない。また大
学の教学活動の品質向上にも無意味である。各大学はこのような教学活動を自粛し、仕事の重点を品質の
向上に置かなければならない。特に中外合作弁学の名目でこのような教育活動を実施しではならない。
六、法に照らして教育を行い、管理を規範化するという精神に基づき、中外合作弁学の全過程において、
監督管理を強化する。
当面、中外合作弁学の仕事の重点は、学生募集要項と広告の管理を規範化すること、争議ある
の授与及び学制などを監督しなければならない。このニつのことを中心に再審査を行い、問題を見つけた
ら解決すべきである。特に厳重な問題を抱えたものに、断闘として穂当に処理すること。中外合作弁学機
構と項目の学生募集要項、学生募集の広告を適時に審査機関に届けること。中外合作弁学機構と項目の学
校運営報告は決まった期間内に審査機関に提出すること。このような規定を厳格に執行しなければならない。
七、我が部はさらに方策を講じて、中外合作弁学の行政監督管理を強化し、「二つの土台Jと「二つの機
制」を重点的に建設する。教育渉外監督管理情報ネットを通して、中外合作弁学監督管理工作情報ネット
という土台を開通する、中外合作弁学が授与する証書の認定システムという土台を開発する。選択された
一部の省市において中外合作弁学の品質評価を行い、中外合作弁学の質を評価する体制(仕組み)を創立
する。法規の要求に基づいて、学校を運営する主体と各級の管理部門の責任を強化し、中外合作弁学の執
法と処罰体制を創立する。政務の公開と清報公開をさらに強化するため、我が部は、審査に合格した中外
合作弁学機構と項目のリストを次第に公表する。今年1月の初め、本科以上高等学歴教育を実施する一部
の中外合作弁学機講と項目に関する情報はすでに教育部ネット、教育部教育渉外監管'情報ネットを通して
公表している。
八、各地教育行政部門、各大学はこの「通知」に基づいて、中外合作弁学の秩序をさらに規範化する案を
制定し、目前の中外合作弁学に存在している違法行為を集中的に整理整l顎しなければならない。できるだ
け早く中外合作弁学の実況調査を行い、全面的な状況そ把握し、問題を見つけ、早いうちに解決する。関
連する案や整理改正の状況を適時に我が部に報告すること。
我が部は、各地各大学でこの「通知Jを執行する状況などについて監督検査を行う。適時に検査団を派
遣し、関連する状況を検査・監督する。
教育部
二00七年四月六日
中外合作弁学に関する中沼教育部の文{牛 263 
4.結びにかえて
以上の文件は、現段階の中外合作弁学に出た公益性の問題、法に乗った管理の強化、外国の高品質な教
育資源の導入など、いろいろな問題を詳しく挙げ、それに対しての対策を講じたものである。さらにこれ
からの中外合作弁学の展開に関する規定、監督・評価システムの構築など、新しい方針を出している。こ
の 2つの文件から、中国政府が中外合作弁学のさらなる健全な発展に対する期待を読み取れるであろう。
中外合作弁学は中国の改革開放を背景に、中間の教育事業に根強く発展してきた。実際の操作において
いろいろな問題が出ているにもかかわらず、中国において国際的人材の養成に大きく貢献している。しか
し残念なことに、日本の大学の積極的な関与は少ない。筆者は既に2008年度日本社会学会大会で発表した
論文の中で、「中外合作弁学における日本の大学の進出は、 2008年中国教育部が公表したデータの中にた
だ3件しかない。jということを検証している。それは、上海の東華大学と日本文化学問と合作して芸術
設計専攻、天津理工大学と日本大抜産業大学と合作して工業工程専攻、東北財経大学と日本立命館アジア
太平洋大学と合作して間際経済と貿易専攻であった。今後の日本は、高等教育において、中国と共向で国
際的人材の養成に種板的に参与すべきであると考えている。特に地方大学は、少子高齢化社会において、
むしろこれは避けられない道ではなかろうか。
i主:
1 中国語: I栄子域外机拘的ノト人来年合作か学問題I守通知J
2 中国誇: I上海市境外机拘和十人夜j戸合作か学管理;)}i去J
3 <t国語: I上海市関隊合作か学人事管理智行規定J
4 中国語: I上海市国|不合作か学収費管理智行規定J
5 中国語: r栄子加強中外合作か学治元b中学f立授予管理的通知J
6 中震1l苦:r北京市中外合作力学常批程!字的若干規定」
7 r教育法J第67条:!護家が教育の対外交流と合作を推奨する。教育の対外交流と合作は、独立自主、平等互恵、相互尊重
の原郎を怒持し、中国の法律を違反しではならない、泊家の主権、安全と社会公共利益を損害しではならない。
8 特定約束表:サービス貿易については、各加暖国・地域は「サービス貿易一般協定J(GATS)にままづき、それぞれ各サー
ビス分野の貿易の自由化殺度を表の形で国際的に約束している、この自由化約束は f特定約束」、それらをまとめた表は「特
定約束表jと呼ばれる http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/wto/yogo.html 2008年3月31日検索
9 r中華人民共和国服務貿易具体承諾減譲表第2条最恵図書5免清単j
http://www.lawbook.com.cn/zdtj/wto!flwj/wtolaw_cn/ Annex9.pdf を参考、 2008年2月2日検索
10 I中や人民共和留中外合作か学法J第62条
11 中悶語: r災子加強中外合作か学管理的緊急通知」
12 r人民網日本語版J2003年3月13日 htp:/j. peopled泊ly.com.cn
13 中間話:中や人民共和国教育部授与国外学{立与香港特別行政区学f立的合作か学在か項目名単 中外合作弁学問
http://www.cfce.cn/web/listlInfo/200603/20.html 2007年12月2日検索
14 大崎仁(人間文化研究機構理事) r中国の私立大学一一日中間の教育・学術の終強化を……J アjレカデイア寺会報
(教育学術新開掲載コラム)JNo.20邸5 臼本私立大学協会htゆp:
月2μ4日杉検:索
15 同上
16 今までの中外合作弁学は沿海都市など経済発達している都市に集中している。教育部が公布したデータによると、 2007
年9月5日今現在海南省、 i:t粛翁、青海省、実容夏回族自治夜、新議ウイグjレ族自治区、チベット自治IRなど6つの省・自治
区に中外合作弁学が存在しないことが篠認された。
17 低いレベルの専攻をいくつかの大学問時に設置していることをいう。例えば、経済専攻や言諮の専攻など、投資の少な
い専攻。
18 中国の高等学校は大学のことです。
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19 中外合作弁学は中外合作弁学機構と中外合作弁学項白から構成されている。
中外合作弁学機構とは、外鴎教育機構と中震l数脊機構と提携して lつの教育実体を作り合作弁学を行うもので、
中外合作弁学項悶とは、中関教育機構と外国教干草機構との簡に、合作弁学の教育実体を{乍らない、ただ学科、専攻、カリキュ
ラムなどの函において協議を結び、合作弁学を行うものである。
20 双学鴎模式とは、双学図とは、学生が入学から卒業までの全数学過程を2部分に分けて受けるのである。つまり一部は
中酪境内で受け、残りは外国へ行って協力校でうけるという。隠方で受ける王手数で表すと 2+2、3十 l、 1+2+1、2
+1、1+2など。例えば本科(大学4年)の2十 2の場合、最初の2年間l土中関閣内の大学で学び、 3年尽から夜接外国
の大学へ編入して、 2年間勉強をしたら本科の学際をもらうという形式である。 3+1だと、中臨蕊!内で3年間勉強をし、
4年闘は外国の大学へ行き残りの学業を完成させ、本科の学歴をもらうという形式である。 1+2+1とは中国国内1年国
外2年、議後の一年は中国へ廃って学習し、国内で学歴をもらうというのである。最近、 2+2十 1という形も出てきた、
つまり、中関医l内で2年、外閣で2年学習してから、更に外国でl年勉強をして修士の学伎をもらうというのである。これ
らの形が各学校によって違ってくるのですが、今はもっとも学生に人気ある模式である。(拐将，2005)。
21 核心課程の概念について、中国と外国との解釈はまだ統一していないが、中閣の場合は、主主礎課程、主幹課程あるいは
総合課程を指している。
参考:光明日報官方ネット:http://www.gmw.cnlOlgmrb/2006-05/1O/content_414268.htm 2009年1月l日検索
また、臼本の辞寄 f大辞泉jには、「課程Jを「学校などで、一定期間に割りさきててさせる学習・作業の範囲・ )1買序o rt専士
一」と解釈していますが、中国の場合主にカリキュラムを指している。
22 君字体事{守ーは群衆事件とも日本で使われている、それに関する解釈は佐々木智弘編 5現代中留の政治的安定iアジア経済
研究所、 2009年を参考。実際には、 2006年6月半ばに河南省の郊州大学で、郊州大学升i室経貿学院の学生数千人が入学時に
約束された正規の鄭ナト!大学の卒業証書を求めデモを行い、校舎や硲舎などを破壊する騒ぎを引き起こした。援1¥州大学T十遼絞
緊学i淀[ま教育部に認可された学庭教育の中外合作弁学機構で、台湾の台北広奨文教基金会と鄭ナト!大学と連携して作ったもの
である。このような、学生が募集要項の約束と逮った現実が原図で起こった事件は他にもある。
23 本稿の完成に、私の指導教1ぎである田中鐙治先生の全量霊的な指導とサポートを受けてj民事にできたことに対して、ここ
で感謝のお礼を申し上げたい。また、 2つの文{午の翻訳をチェックしていただいた中尾友香梨先生にも心より感謝申し上げ
たい。
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